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ベトナム事業推進パートナー「J パートナーズ」への参画について 

 

当社は、この度、日本郵政グループの株式会社ＪＰメディアダイレクト（東京都港区、代表取締役 

CEO 佐野公紀）が提供する「J パートナーズ」に参画することといたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

 
※「J パートナーズ」は株式会社 JP メディアダイレクトの登録商標です。 

 

 

１．目的 

 J パートナーズは、ベトナム進出・事業推進の支援に豊富な実績を持つ複数の企業が連携し、日本企

業の現地展開を総合的にサポートするサービスです。 

この度、当社は J パートナーズへの参画により、J パートナーズ提携企業との連携を通じ、ベトナム

へ進出する幅広い企業に対して、各種販促ツールの企画・制作サービスを提供いたします。また、ベト

ナム進出を目指す当社のお客様を J パートナーズへ紹介・連携することで、当社の専門領域を超えた、

市場調査から拠点設立、事業推進に至るまでの総合的な支援を提供いたします。 

 

 

 

 



２．当社の役割と提供サービスについて 

(1) 当社が提供するサービス 

当社は、J パートナーズの「事業推進」フェーズにおける「セールスプロモーションサポート」領域

を担当します。特に食品や飲食サービスなどの分野においては、当社子会社である株式会社味香り戦略

研究所（CEO 代表取締役 社長 小柳 道啓）の「味覚分析ソリューション」により、現地の味覚や嗜好

性の違いを踏まえたパッケージデザインなど、より効果的なアプローチもサポートいたします。 

そのほか、ベトナム語・日本語の双方に精通した制作体制により、現地市場や消費者のインサイトを

捉えた高品質な販促ツール（パンフレット、POP、カタログ、ダイレクトメール等）を制作いたしま

す。両言語に対応できる強みを活かして制作意図の反映や原稿チェックを円滑に進め、日本と同様のク

オリティを担保するほか、ダイレクトメールの実施においては送出管理までワンストップで推進いたし

ます。 

 

(2) パートナー連携による総合支援 

当社のお客様に対して、J パートナーズと提携する 38 社の専門企業ネットワークを活用することで、

当社の専門領域外の課題についても解決策をご提案します。「進出準備（調査・設立）」「拠点構築（工

場・店舗・物流）」「事業推進（マーケティング・BPO）」の各ステージにおいて、顧客企業の課題に合

わせて最適なパートナー企業を選定・連携し、包括的な事業展開のサポートを実現します。 

 

３．「J パートナーズ」の概要 

事 務 局 株式会社ＪＰメディアダイレクト 

 所在地：東京都港区虎ノ門一丁目 21-17 虎ノ門 NN ビル 5F 

 代表者：代表取締役 CEO 佐野 公紀（さの きみかず） 

 URL：https://www.jp-md.co.jp/ 

J パートナーズ 

提携企業数 

38 社（2026 年 4 月現在） 

サ ー ビ ス  

内 容 

(1)進出準備  ベトナム進出の計画検討段階の視察、渉外、計画立案から会社設立、

スタートアップなどをサポート。 

(2)拠点構築  パートナー企業開拓、工場等の生産拠点構築、店舗出店、e コマース

構築、ロジスティクス構築などをサポート。 

(3)事業推進  事業開始にあたって、マーケティング、プロモーション、業務プラッ

トフォーム構築、BPO など、あらゆる業務をサポート。 

特 徴 ① ベトナム進出を「進出準備」「拠点構築」「事業推進」の各ステージで多角的に支援 

「進出準備」から「拠点構築」「事業推進」まで、それぞれのステージでのクライアン

ト様の個々の課題に沿って、パートナー提携企業と JPMD のプロデューサーが連携

し、最適な解決策をご提案します。 

② 各領域の豊富な支援実績を持つ日系企業・ベトナム企業と連携 



「J パートナーズ」で連携するパートナー提携企業は、⼈材・不動産・⾦融・マーケテ

ィング・物流など各領域の支援実績を持つ企業で構成されています。JPMD が事務局

を務め、日本とベトナム双方に信頼と実績のある「日系企業」と「ベトナム企業」が

参画しています。 

③ サービスのご相談は、ご発注いただくまで原則無料 

ベトナム進出や事業推進に関する支援サービスのご相談は、支援内容が決定し、ご発

注いただくまで、原則無料で対応いたします。事務局の専任プロデューサーが、責任

を持って担当します。 

④ 双方の言語に対応したサポートを提供 

「Ｊパートナーズ」は、支援内容のご相談から支援内容の決定、実施まで、事業領域

を問わずクライアント様とパートナー提携企業、双方の言語に対応する体制をご提供

いたします。 

Web サイト https://jpartners.jp/ 

 


